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 災害廃棄物は自然災害に伴って発生するが，発生抑制のための対策を実施することで，被災地の復旧・

復興を加速させることができ，また処理に係る環境負荷や費用の発生も低減できると考えられる．本研究

では，三重県が公表している防潮施設の機能の有無に関する空間データを利用して，本県における災害廃

棄物の発生抑制効果を試算した．先ず，発災後も防潮施設が機能する/機能しないの2ケースについて，発

災に伴う建築物由来の災害廃棄物発生量を推計した．続いて，住宅由来の可燃物の処理に伴う環境負荷発

生量と費用を算出した．ケース間の結果を比較することで，発生抑制の効果を考察した． 
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1.  はじめに 

 

 自然災害に伴い発生する災害廃棄物の撤去・処理は，

被災地の復旧・復興を進めるための極めて重要な作業で

ある．この際に問題となるのが，災害廃棄物の量(想定

より多いか少ないか)と質(有害物質が含まれているかど

うか)である．このうち量に着目すると，地方自治体の

想定を超える量の発生は，地方自治体が想定する仮置場

の不足に繋がる可能性がある．また，処理に時間がかか

るとともに，仮設焼却炉の追加や広域処理の実施を検討

することも必要となる．災害廃棄物処理に係る対策は地

方自治体に委ねられていることから，災害廃棄物の量は

対策の実施に多大なる影響を与えることに留意が必要で

ある．これは，また，災害廃棄物の処理に伴う環境負荷

や費用の増加にも影響すると考えることができる． 

 災害廃棄物の撤去・処理を迅速に進めることで被災地

の復旧・復興を加速させることが重要なのはいうまでも

ない．一方，処理は重要とはいえ，やみくもに費用をか

けるのは好ましくない．処理に係る費用を節約すること

で，節約分を復旧・復興に回すことが可能であると考え

られる．これらのことを検討するためには，災害廃棄物

の発生抑制の可能性を論じることが必要である．そこで

本研究では，南海トラフ巨大地震の発生を想定し，三重

県を事例とした災害廃棄物の発生抑制効果を試算する． 

 

 

2.  研究の方法 

 

 (1)  事例対象地域および想定する発生抑制対策 

 三重県1)によると，南海トラフ巨大地震により震度6以

上の地震が県土の94.7%で発生すると予測されている．

また，津波による浸水予測面積は283km2であり，県土面

積の4.9%に相当する．浸水面積は少ないようにみえるも

のの，沿岸部は住宅が多く存在し，工業地帯も形成され

ているため，人的・経済的被害は大きいことが予想され

る．これを踏まえて本県1)は2015年に災害廃棄物処理計

画を策定している．これによると，県内で発生する災害

廃棄物は，可能な限り域内処理もしくは県内で広域処理

で完結するように対応することが示されている． 

 また，三重県2)では，地震動，津波浸水深に関する空
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間データを整備しており，地理情報システム(GIS)を用

いて被害情報の可視化が可能である．特に，防潮施設の

機能の有無による浸水被害の違いに関するデータも公開

されている．機能の有無とは，「防潮施設が機能する場

合(防潮堤，防波堤等の防潮施設が地震によって被害を

受けず，本来の役目を果たすと仮定)」と「防潮施設が

機能しない場合(地震によって防潮堤が崩壊し本来の機

能が発揮されないと仮定)」の2ケースである．ここでは，

防潮施設が機能する場合を「堤防健全」ケース，機能し

ない場合を「堤防破壊」ケースと設定し，2ケースにつ

いて評価を行うことで，防潮施設の機能が災害廃棄物の

発生抑制に与える影響を評価した． 

 

 (2)  建築物由来の災害廃棄物発生量の推計 

 本研究で対象とする建築物は，住宅，商業施設，医療

施設，学校，その他である．ここでは，三重県防災対策

部への聞き取り調査を通じて入手した県全域での津波被

害想定に関する空間データに，建築物の配置状況に関す

る空間データおよび建物被害率を地理情報システム

(GIS)に取り込むことで，ケース別での建築物由来の災

害廃棄物発生量の空間分布を推計し，比較した3)． 

 

 (3)  災害廃棄物処理時の環境負荷・費用の算出 

建築物のうち住宅に着目し，ケース別での住宅由来の

可燃物の運搬，仮置き，焼却に係る環境負荷(CO2, SOx，

NOx，PM)とコストを，ライフサイクルアセスメント

(LCA)，ライフサイクルコスト(LCC)により算出し，比較

した．また，2ケースによる仮置面積の違いを考察する

ため，住宅由来の災害廃棄物全般と津波堆積物の発生量

も推計した． 

災害廃棄物処理におけるLCA，LCCの実施フローを図

-1に示す．これを実施するため，三重県防災対策部，東

日本大震災の被災自治体等への聞き取りおよびアンケー

ト調査，統計資料や文献の調査を通じて，環境負荷・費

用の計算に必要なデータを入手した4)．仮置場は，三重

県下の公園や学校グラウンドに設置すると仮定した．ま

た，三重県1)を参考にして，自区内あるいは広域による

処理を検討するとともに，仮設焼却炉による処理の有無

も合わせて検討した． 

 

 

3.  結果と考察 
 

(1)  建築物由来の災害廃棄物発生量の推計 

防潮施設の機能別での災害廃棄物発生量の空間分布を

図-2に示す．結果として，堤防健全ケースでの発生量は

約7,133千t，堤防破壊ケースでは約18,521千tと推計された．

県全体でみると，防潮施設の機能の有無に伴う発生量の

差は約2.6倍と大きいことが示された．ケース別でみる

と，堤防健全ケースでは，中部沿岸部に位置する伊勢や

志摩半島での発生量が主に多いことがわかる．一方，堤

防破壊ケースでは，中部～北部沿岸部に位置する津市や

四日市市等での発生量が多くなることがわかる．特に，

三重県北部沿岸部は三重県下の中でも人口が密集してい

る地域であり，防潮施設が破壊されることによる被害は

大きいといえる．また，同地域は自動車や半導体関連の

工場が立地しており，被害の発生による膨大な経済的損

失も予想される． 

平成27年三重県海岸保全基本計画をベースに，改修が

必要な防潮施設の空間分布を図-3に示す5）．図から分か

る通り，県下全域の海岸線に設置されている防潮施設の

殆どが改修の対象になっていることがわかる．総延長は

約569kmであり，改修対象となっている防潮堤の平均天

端高(T.P.)は1.5～13.1mである．発災による被害が発生し

ても防潮施設が本来の機能を維持するための改修は，生

命，地域住民の財産保護の観点から重要である．また，

災害廃棄物の発生抑制にも効果が期待できる．災害廃棄

物は元々は建築物であり，建築物の損失が抑制されて廃

棄物の発生量自体も抑制されることは，地域のレジリエ

ンス(回復力)を向上させる観点からも重要である． 

防潮施設の改修には，膨大な予算の投下が必要である

のはいうまでもない．しかし，自治体においては，対策

実施による人命・財産の保護だけでなく，建築物の損失

抑制も考慮して，費用対効果の観点から改修に係る対策

案を検討することが望まれる． 

 

(2)  災害廃棄物処理時の環境負荷・費用の算出 

 市町村別での仮置場の余剰面積と不足面積を調査した
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図-1 LCA，LCCの実施フロー 
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結果，仮置必要面積は，堤防健全ケース で235 ha，堤防

破壊ケースで413 haとなった．伊勢や志摩半島では発生

量が多く，仮置場の候補地も少ないこともあり，両ケー

スとも仮置場が不足することが伺えた．特に堤防破壊ケ

ースでは，この傾向が顕著となった．また，堤防破壊ケ

ースでは，中部～北部沿岸部においても仮置場が不足す

ることが予測される地域が発生した． 

両ケースとも，伊勢や志摩半島のように，発生する災

害廃棄物を自区内で処理するのが困難な地域が存在する．

特に，堤防破壊ケースではこの傾向が顕著となり，仮設

焼却炉を設置しなければ処理が追いつかないことが伺え

た． 

 続いて，住宅由来の可燃物の処理に伴うLCA，LCCの

算出結果を図-4，図-5に示す．環境負荷は，CO2，SOxの

み掲載する．結果として，CO2，費用は焼却，SOxは埋

立の各プロセスにおいて多く発生することが伺えた．2

ケースで比較すると，堤防健全ケースでのCO2，SOx，

NOx，PM，費用は，それぞれ258千t，618t，1,705t，7.9t，

27,755百万円となった．堤防破壊ケースの場合はそれぞ

れ，526千t，1,509t，11,688t，16.2t，103,924百万円となっ

た．いずれの結果も，堤防健全の方が小さい．これは災

害廃棄物の発生量の違いに起因するものであり，防潮施

設の改修は，環境負荷と費用の削減の観点からも意義が

大きいことが伺える．特に，堤防健全は堤防破壊に比べ

て73%も費用を削減することができる． 

 加えて，堤防破壊ケースでは仮設焼却炉の設置が必要

となるため，その分がCO2や費用に効いてくることにな

る．防潮施設の改修による機能の維持は，災害廃棄物発

生量の抑制だけでなく，仮置場の過不足に係る検討にも

影響するだけでなく，処理に伴う環境負荷や費用にも多

大なる影響を及ぼすことが伺えた． 

 

 

4.  おわりに 
 

 本研究では，災害廃棄物の発生抑制効果を試算するた

め，対象地域を三重県，対象とする自然災害を南海トラ

フ巨大地震と設定して，防潮施設の機能の有無による結

(a) 堤防健全                                                                                                       (b) 堤防破壊 

図-2 防潮施設の機能別での災害廃棄物発生量の空間分布 3) 

 
図-3 改修を必要とする防潮堤 
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果の比較を行った．沿岸部では，地震の揺れによる被害

はもちろんであるが，津波による被害も無視することは

できない．今回の試算により，防潮施設が発災後もその

機能を維持できることによる恩恵は大きいことが示され

た．発生抑制を軸とした災害廃棄物対策は極めて重要で

あるといえる． 
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(b) SOx 

図-4  住宅由来の可燃物の処理に伴う環境負荷(CO2，SOx)4) 
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図-5 住宅由来の可燃物の処理に伴う費用 

 


